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健全で良好な市街地の形成を目的とする都市計画によるまちづくりは、土地利用の秩序、効率的な都市活動の増進、優れた環境の保護、特色ある街並みの形成を図ります。一般的には、都市計画区域を定め、用途地域を指定し、それぞれの用途地域ごとに建築基準法に基づく建築行為の誘導が図られています。

『地区計画』とは、この用途地域制度等を補完し、それぞれの地区の特性に応じて良好な都市環境の形成を図るために必要な事項を定める「地区レベルの都市計画」です。地区計画では、建物や敷地等について、次のようなルールを定めることが出来ます。

　原東１号線沿線地区の地区計画は、次の区域を対象とします。

[image: image4.emf]地区計画区域

第１種低層住居専用地域

第１種中高層住居専用地域

第１種住居地域

第２種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

準工業地域
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かき又はさくは､次の各号に掲げる構造とする。

（１）生け垣

（２）透視可能ﾌｪﾝｽ等

（３）コンクリートブロックの壁、その他これに類するもので、敷地地盤面から高さ

　　が1.5ｍ以下のもの。

・屋外広告物は、自己の居住、事務所、営業所等の表示以外の営利を目的と

　したものは禁止するものとする。ただし、国、地方公共団体及びこれに準ずる

　ものが設置するものは、これによらないものとする。

  なお、地色の彩度は14未満とする。



・色彩については、けばけばしい色彩を避け、黒、白、灰、茶等の落ち着いた

　色彩を用いるものとする。

・建築物の外観は、地域の環境と調和したものとし、屋根の形態は概ね勾配

　屋根とする。

２．ただし、次に掲げるものについては、前項の規定は適用しない。

　・外壁等の中心線の長さの合計が3m以下のもの。

  ・物置、駐車場その他これらに類する用途に供し、軒の高さが2.3m以下で、

　　かつ道路境界線と壁面後退線に挟まれた区域の合計床面積が 5㎡以内

　　であるもの。

　・容積率に参入されない出窓の外壁。

・建築物の高さは、１５ｍを超えないものとする。

・独立の広告物等の高さは、10ｍ未満とする。

次に掲げるものは建築してはならない。

・建築基準法別表第二（ほ）項に掲げる建築物

・ホテル、旅館

・ボーリング場、スケート場、スキー場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練

　習場等これらに類するもの

・自動車教習所

・畜舎

・工場（作業場の床面積合計50㎡以内の自家販売のための食品製造業を営

　むパン屋、米屋等で原動機出力合計が0.7５ｋｗ以内のものを除く）

・自動車修理工場

・火薬、石油類、ガスなどの危険物の貯蔵・処理施設

・業として葬儀を行う集会場

・壁面後退線は原東１号線の道路境界線（道路の隅切り部分を除く）から道路と

反対側に１ｍとする。

　　　かき又はさくの

　　　構造の制限

　　建築物の壁面の

　　位置の制限

　　建築物等の高さの

　　最高限度

　　建築物等の形態

　　又は意匠の制限

１．道路境界線と壁面後退線に挟まれた区域においては、建築物の外壁又

　　はこれに代わる柱（以下「外壁等」という）を建築してはならない。


地区計画のあらまし


（原東１号線沿線地区）





地区計画とは





対象地区





建築等をするときの必要な手続き





・地区計画区域内の行為届





・地区計画区域内行為の


　適合通知





建築確認申請





※建築行為の内容により、別途、佐久市開発指導要綱に基づく


事前協議が必要になる場合がありますので、上記申請の事前


にご相談ください。





建築物等に関する制限の概要





都市計画決定：平成20年3月13日





●ご相談・お問い合わせの窓口


佐久市役所建設部都市計画課　Tel0267-62-3404





○建築物等の用途、高さの最高・最低限度


建ぺい率の最高限度、容積率の最高・最低限度、形態や意匠、壁面の位置


○敷地面積の最低限度


○かき・さくの構造や高さ











岩村田相生町南土地区画整理事業区域


岩村田相生町南地区　地区計画区域


岩村田相生町南地区　地区計画区域





原東１号線





千歳線





   原東１号線沿線地区（道路境界より両側25ｍ）  約５．８ha








